
（単位：円）

当　年　度 前　年　度 増　減

Ⅰ
1

1,550,342,180 950,651,198 599,690,982
486,752,846 424,908,243 61,844,603

8,918,867 5,460,441 3,458,426
57,097,343 52,871,168 4,226,175

2,103,111,236 1,433,891,050 669,220,186

2
(1) 基本財産

3,051,675 6,816 3,044,859
1,596,948,325 1,599,993,184 △ 3,044,859

　基本財産合計 1,600,000,000 1,600,000,000 0
(2)

288,884,432 281,021,826 7,862,606
184,320,970 184,320,970 0
218,000,000 450,000,000 △ 232,000,000
24,000,000 100,000,000 △ 76,000,000

100,000,000 100,000,000 0
281,010,000 301,010,000 △ 20,000,000

　特定資産合計 1,096,215,402 1,416,352,796 △ 320,137,394
(3) その他固定資産

643,579 676,028 △ 32,449
54,339,901 59,255,796 △ 4,915,895
7,056,720 17,862,562 △ 10,805,842
429,562 429,562 0

751,873,988 1,027,940,734 △ 276,066,746
482,119,000 0 482,119,000
16,345,867 21,749,867 △ 5,404,000

816,121 881,728 △ 65,607
81,058,320 81,058,320 0

121,796,260 55,941,349 65,854,911
3,812,110 3,380,968 431,142

△ 1,905,385 △ 1,689,841 △ 215,544
　その他固定資産合計 1,518,386,043 1,267,487,073 250,898,970
　固定資産合計 4,214,601,445 4,283,839,869 △ 69,238,424
　資産合計 6,317,712,681 5,717,730,919 599,981,762

Ⅱ
1

328,836,050 147,138,756 181,697,294
69,796,038 51,615,997 18,180,041
5,058,622 3,489,981 1,568,641
34,410,500 28,064,400 6,346,100
33,221,069 32,046,284 1,174,785

471,322,279 262,355,418 208,966,861

2
288,884,432 281,021,826 7,862,606

　固定負債合計 288,884,432 281,021,826 7,862,606
　負債合計 760,206,711 543,377,244 216,829,467

Ⅲ
1

　指定正味財産合計 0 0 0

2 5,557,505,970 5,174,353,675 383,152,295
　（うち基本財産への充当額） ( 1,600,000,000 ) ( 1,600,000,000 ) ( 0 )
　（うち特定資産への充当額） ( 807,330,970 ) ( 1,135,330,970 ) ( △ 328,000,000 )
　正味財産合計 5,557,505,970 5,174,353,675 383,152,295

6,317,712,681 5,717,730,919 599,981,762

流 動 資 産

貸    借    対    照    表
令和８年３月３１日現在

科        目

資　産　の　部

そ の 他 無 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 資 産

現 金 預 金
未 収 金
未 収 利 息
前 払 金

　流動資産合計

固 定 資 産

定 期 預 金
投 資 有 価 証 券

特定資産

建 物 付 属 設 備
什 器 備 品
土 地
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

減 価 償 却 引 当 資 産

事務所基盤整備事業積立基金
財 政 調 整 積 立 資 産

建 物

電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産

JWNET 機 能 改 善 積 立 資 産

未 払 消 費 税 等

保 証 金
敷 金

長 期 未 収 金
貸 倒 引 当 金

負  債  の  部
流 動 負 債

未 払 金
前 受 金
預 り 金

投 資 有 価 証 券

賞 与 引 当 金

一 般 正 味 財 産

　負債及び正味財産合計

　流動負債合計

固 定 負 債
退 職 給 付 引 当 金

正味財産の部
指 定 正 味 財 産



（単位：円）

１ 経常増減の部

(1) 経常収益

① 基　本　財　産　運　用　益 29,412,372 23,692,618 5,719,754
② 特　定　資　産　運　用　益 4,862,337 457,006 4,405,331
③ 事　　　業　　　収　　　益 2,346,290,410 2,253,913,214 92,377,196

1,353,099,153 1,251,406,687 101,692,466

978,831,200 989,031,300 △ 10,200,100

8,765,200 7,448,000 1,317,200

315,000 800,004 △ 485,004

4,800,000 4,800,000 0

479,857 427,223 52,634
④ 雑　　　　　収　　　　　益 2,194,694 472,694 1,722,000
⑤ 為　　　替　　　差　　　益 60,636,236 0 60,636,236

経常収益計 2,443,396,049 2,278,535,532 164,860,517

(2) 経常費用

① 事　　　　　業　　　　　費 966,556,348 958,217,191 8,339,157

385,340,468 377,842,669 7,497,799

518,290,766 521,701,500 △ 3,410,734

4,759,760 2,979,889 1,779,871

351,681 768,714 △ 417,033

4,800,000 4,800,000 0

16,355,726 12,862,040 3,493,686

1,172,776 885,678 287,098

13,899,411 14,977,300 △ 1,077,889

21,585,760 21,399,401 186,359

② 配賦事業費 又は 管理費 1,093,687,406 1,002,960,830 90,726,576

492,261,533 457,525,192 34,736,341
・ 389,878,275 365,391,642 24,486,633
・ 65,611,052 63,018,798 2,592,254
・ 36,772,206 29,114,752 7,657,454

601,425,873 545,435,638 55,990,235
・ 34,200 49,200 △ 15,000
・ 734,013 677,611 56,402
・ 454,563 580,167 △ 125,604
・ 2,524,526 2,425,860 98,666
・ 192,900 232,044 △ 39,144
・ 407,578 292,100 115,478
・ 130,449 217,637 △ 87,188
・ 10,498,327 9,423,913 1,074,414

令 和 ７ 年 度

  正　味　財　産　増　減　計　算　書　　
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科         目 当　年　度 前　年　度 増　減

受 託 調 査 等 事 業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

受 託 調 査 等 事 業

広 報 事 業

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

自 主 調 査 事 業

国 際 協 力 事 業

広 報 事 業

そ の 他 の 公 益 事 業 等

会 議 費

人 件 費

報 酬 ・ 給 与 ・ 賞 与

福 利 厚 生 費

退 職 給 付 費 用

需 用 費

渉 外 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

新 聞 図 書 費

消 耗 什 器 備 品 費

消 耗 品 費

資 料 作 成 費



（単位：円）

・ 2,283,337 2,155,612 127,725
・ 96,336,071 96,420,508 △ 84,437
・ 1,459,320 1,459,320 0
・ 84,328 84,328 0
・ 1,291,892 1,269,618 22,274
・ 15,300 85,900 △ 70,600
・ 1,809,173 1,675,571 133,602
・ 6,773,700 8,020,815 △ 1,247,115
・ 32,449 34,085 △ 1,636
・ 4,915,895 4,915,895 0
・ 15,300,206 12,599,091 2,701,115
・ 442,224,746 382,800,543 59,424,203
・ 5,404,000 4,732,323 671,677
・ 65,607 92,747 △ 27,140
・ 1,847,499 1,634,952 212,547
・ 1,361,488 1,297,536 63,952
・ 0 7,407,013 △ 7,407,013
・ 5,244,306 4,851,249 393,057

経常費用計 2,060,243,754 1,961,178,021 99,065,733
当期経常増減額 383,152,295 317,357,511 65,794,784

２ 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 383,152,295 317,357,511 65,794,784

一般正味財産期首残高 5,174,353,675 4,856,996,164 317,357,511
一般正味財産期末残高 5,557,505,970 5,174,353,675 383,152,295

当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

5,557,505,970 5,174,353,675 383,152,295

科         目 当　年　度 前　年　度 増　減

修 繕 費

光 熱 水 料 費

賃 借 料

Ｏ Ａ 機 器 リ ー ス 料

火 災 保 険 料

諸 謝 金

租 税 公 課

支 払 報 酬

建 物 減 価 償 却 費

建物付属設備減価償却費

什 器 備 品 減 価 償 却 費

ソフトウェア減価償却費

その他無形固定資産減価償却費

保 証 金 減 少 額

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 損 失

雑 費

為 替 差 損



（単位：円）

１ 経常増減の部

(1) 経常収益

① 基　本　財　産　運　用　益 20,588,661 8,823,711 29,412,372
② 特　定　資　産　運　用　益 4,862,337 0 4,862,337
③ 事　　　業　　　収　　　益 2,111,661,369 234,629,041 2,346,290,410

1,217,789,238 135,309,915 1,353,099,153

880,948,080 97,883,120 978,831,200

7,888,680 876,520 8,765,200

283,500 31,500 315,000

4,320,000 480,000 4,800,000

431,871 47,986 479,857
④ 雑　　　　　収　　　　　益 1,975,225 219,469 2,194,694
⑤ 為　　　替　　　差　　　益 42,445,365 18,190,871 60,636,236

経常収益計 2,181,532,957 261,863,092 0 2,443,396,049

(2) 経常費用

① 事　　　　　業　　　　　費 966,556,348 966,556,348

385,340,468 385,340,468

518,290,766 518,290,766

4,759,760 4,759,760

351,681 351,681

4,800,000 4,800,000

16,355,726 16,355,726

1,172,776 1,172,776

13,899,411 13,899,411

21,585,760 21,585,760

② 配賦事業費 又は 管理費 996,034,353 97,653,053 1,093,687,406

420,167,454 72,094,079 492,261,533
・ 331,221,596 58,656,679 389,878,275
・ 55,703,783 9,907,269 65,611,052
・ 33,242,075 3,530,131 36,772,206

575,866,899 25,558,974 601,425,873
・ 0 34,200 34,200
・ 0 734,013 734,013
・ 0 454,563 454,563
・ 2,282,172 242,354 2,524,526
・ 0 192,900 192,900
・ 368,451 39,127 407,578
・ 117,926 12,523 130,449
・ 9,490,488 1,007,839 10,498,327

令 和 ７ 年 度

  正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表　
令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで

科         目 法人会計 内部取引控除 合　計
公益目的
事業会計

受 託 調 査 等 事 業

Ⅰ 一般正味財産増減の部

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

受 託 調 査 等 事 業

広 報 事 業

電 子 ﾏ ﾆ ﾌ ｪ ｽ ﾄ 事 業

講 習 会 事 業

研 修 事 業

感染性廃棄物容器評価事業

人 件 費

自 主 調 査 事 業

国 際 協 力 事 業

広 報 事 業

そ の 他 の 公 益 事 業 等

資 料 作 成 費

報 酬 ・ 給 与 ・ 賞 与

福 利 厚 生 費

退 職 給 付 費 用

需 用 費

渉 外 費

会 議 費

旅 費 交 通 費

通 信 運 搬 費

新 聞 図 書 費

消 耗 什 器 備 品 費

消 耗 品 費



（単位：円）

・ 2,064,137 219,200 2,283,337
・ 87,087,808 9,248,263 96,336,071
・ 1,319,225 140,095 1,459,320
・ 0 84,328 84,328
・ 0 1,291,892 1,291,892
・ 13,831 1,469 15,300
・ 0 1,809,173 1,809,173
・ 0 6,773,700 6,773,700
・ 29,334 3,115 32,449
・ 4,443,969 471,926 4,915,895
・ 14,764,817 535,389 15,300,206
・ 442,107,540 117,206 442,224,746
・ 4,914,868 489,132 5,404,000
・ 59,309 6,298 65,607
・ 1,847,499 0 1,847,499
・ 1,361,488 0 1,361,488
・ 3,594,037 1,650,269 5,244,306

経常費用計 1,962,590,701 97,653,053 0 2,060,243,754
当期経常増減額 218,942,256 164,210,039 0 383,152,295

２ 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0
当期一般正味財産増減額 218,942,256 164,210,039 0 383,152,295

一般正味財産期首残高 5,174,353,675
一般正味財産期末残高 5,557,505,970

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0
指定正味財産期首残高 0
指定正味財産期末残高 0

5,557,505,970

法人会計 内部取引控除 合　計科         目

建 物 減 価 償 却 費

光 熱 水 料 費

賃 借 料

Ｏ Ａ 機 器 リ ー ス 料

火 災 保 険 料

諸 謝 金

修 繕 費

公益目的
事業会計

Ⅱ 指定正味財産増減の部

Ⅲ 正味財産期末残高

貸 倒 引 当 金 繰 入

貸 倒 損 失

雑 費

建物付属設備減価償却費

什 器 備 品 減 価 償 却 費

ソフトウェア減価償却費

その他無形固定資産減価償却費

保 証 金 減 少 額

租 税 公 課

支 払 報 酬



１． 重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）によっている。

固定資産の減価償却の方法

* 建物、建物付属設備及び什器備品………定率法による減価償却を実施している。

   　                               なお、平成10年4月1日以後取得の建物及び平成28年4月1日

    　                              以後取得の建物付属設備は定額法による減価償却を実施し

    　                              ている。

* ソフトウェア・その他無形固定資産……５年間の均等償却を実施している。

引当金の計上基準

* 貸倒引当金……………特定の債権について、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

　　　　　　　　　　している。

* 賞与引当金……………職員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額

　　　　　　　　　　を計上している。

* 退職給付引当金………役員及び職員の退職金支出に備えるため、期末における要支給額を計上して

                    いる。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２． 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

特定資産

　退職給付引当資産

　減価償却引当資産

　電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産

　JWNET機能改善積立資産

　事務所基盤整備事業積立基金

　財政調整積立資産

　　投資有価証券 13,000,000

　　定期預金

　　　小　　計

　　定期預金

0

　　定期預金 100,000,000 100,000,000 176,000,000 24,000,000

24,000,000　　　小　　計 100,000,000 100,000,000

100,000,000

100,000,000

281,010,000

0

20,000,000

0

100,000,000 0 0

100,000,000

13,000,000

0

288,010,000 13,000,000

281,010,000

3,016,352,796 663,821,539 983,958,933 2,696,215,402

　　　小　　計

1,096,215,402

301,010,000 13,000,000

特　定　資　産　計 1,416,352,796

33,000,000

　　　合　　計

482,000,000 218,000,000

　　　小　　計 450,000,000 250,000,000 482,000,000 218,000,000

　　定期預金 450,000,000 250,000,000

176,000,000

404,224,506 724,361,900

288,884,432

　定期預金 6,816 3,044,859 0 3,051,675

　投資有価証券 1,599,993,184 256,552,174 259,597,033 1,596,948,325

281,021,826

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

（１）

（２）

（３）

（４）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

31,324,506 23,461,900 288,884,432　　　小　　計

1,600,000,000 259,597,033 259,597,033 1,600,000,000基　本　財　産　計

　　定期預金 281,021,826 31,324,506 23,461,900

　　定期預金 184,320,970 9,900,000 9,900,000 184,320,970

184,320,970 9,900,000 9,900,000 184,320,970　　　小　　計



３． 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

－ 　（ 3,051,675）　 －

－ 　（ 1,596,948,325）　 －

－ 　（ 1,600,000,000）　 －

特定資産

　退職給付引当資産

－ － 　（ 288,884,432 ）

－ － 　（ 288,884,432 ）

　減価償却引当資産

－ 　（ 184,320,970）　 －

－ 　（ 184,320,970）　 －

　電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ機器更新積立資産 　　

－ 　（ 218,000,000）　 －

－ 　（ 218,000,000）　 －

　JWNET機能改善積立資産 　　

－ 　（ 24,000,000）　 －

－ 　（ 24,000,000）　 －

　事務所基盤整備事業積立基金

－ 　（ 100,000,000）　 －

－ 　（ 100,000,000）　 －

　財政調整積立資産

－ 　（ 281,010,000）　 －

－ 　（ 281,010,000）　 －

－ 　（ 807,330,970）（ 288,884,432 ）

－ 　（ 2,407,330,970）（ 288,884,432 ）

４． 固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額および当期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

建　　　　　物

建物付属設備

什　器　備　品

土　　　　　地

ソフトウエア

その他無形固定資産

184,320,970

　　　小　　計

当期末残高

　　定期預金 24,000,000

　　　小　　計 24,000,000

　　　小　　計

特　定　資　産　計 1,096,215,402

281,010,000

（うち負債に対応
する額）

100,000,000

　　定期預金 281,010,000

　　　小　　計

5,800,000 3,743,250

2,323,646,650

（うち一般正味財
産からの充当額）

基　本　財　産　計 1,600,000,000

　定期預金 3,051,675

　投資有価証券 1,596,948,325

288,884,432

（うち指定正味財
産からの充当額）

科　　目

　　定期預金 218,000,000

　　　小　　計

　　　小　　計

68,677,927 14,338,026 54,339,901

合　　計 2,696,215,402

科     目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高減損損失累計額

1,413,171

0

643,579

　　定期預金 100,000,000

　　定期預金 288,884,432

751,873,988

48,502,346 41,445,626 7,056,720

1,100,000 0 429,562

0

670,438

01,571,772,662

218,000,000

184,320,970

　　定期預金

16,345,867

合     計 2,474,746,923 1,641,973,697 830,689,617

0

2,083,609

27,020,000 10,674,133



５． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

（単位：円）

※1：第113回 鉄道建設･運輸施設整備支援機構（ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ）

※2：第44回 国際協力機構（ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ)

※3：第69回 国際協力機構（ｿｰｼｬﾙﾎﾞﾝﾄﾞ)

※4：第52回 東京地下鉄（ｻｽﾃｨﾅﾋﾞﾘﾃｨﾎﾞﾝﾄﾞ）

※5：第821回 東京都

６． 関連当事者との取引の内容

該当事項はない。

７． 重要な後発事象

該当事項はない。

△ 12,615,911

97,020,000

　　米国債(10年) 363,984,754 351,368,843

　　社債(20年)※1 200,000,000 156,700,000

評価損益

　基本財産

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価

　　社債(20年)※3 200,000,000 144,309,400 △ 55,690,600

△ 2,980,000

△ 43,300,000

　　社債(10年)※2 100,000,000

　　米国債(10年) 114,500,268 108,564,336 △ 5,935,932

　　社債(10年)※4 100,000,000 89,940,000 △ 10,060,000

　　米国債(10年) 218,463,303 215,549,053 △ 2,914,250

　　米国債(10年) 121,796,260 115,482,088 △ 6,314,172

合　計 1,718,744,585 1,550,013,720 △ 168,730,865

　投資有価証券

　　地方債(10年)※5 300,000,000 271,080,000 △ 28,920,000



１． 基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載しているため、省略している。

２． 引当金の明細

（単位：円）

目的使用

貸倒引当金 1,689,841 1,905,385 1,631,955 57,886 1,905,385

賞与引当金 32,046,284 33,221,069 32,046,284 0 33,221,069

退職給付引当金 281,021,826 31,324,506 23,461,900 0 288,884,432

（注）貸倒引当金の当期減少額その他は、未収金の回収等によるものである。

附　属　明　細　書

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
その他



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　額
（流動資産）

現金 手許保管 運転資金として 468,333
預金 普通預金

 　三井住友銀行東京公務部 運転資金として 729,830,498
 　みずほ銀行横山町支店 運転資金として 21,129,434
郵便貯金 運転資金として 1,965,590
定期預金
 　三井住友銀行東京公務部 運転資金として 496,948,325
　 大和ﾈｸｽﾄ銀行 運転資金として 300,000,000

未収金 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料未収額 令和7年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料 481,344,696
環境省 令和7年度受託調査等事業費 5,280,000
出版社 令和7年度書籍印税･販売手数料 3,850
その他管理･事業未収額 令和7年度その他未収入金 124,300

未収利息
SMBC日興証券・みずほ証券･大和証券･野村
證券国債等利息

8,888,164

大和ﾈｸｽﾄ銀行定期預金利息 事務所基盤整備事業積立基金定期預金受取利息 9,863
財政調整積立資産定期預金受取利息 4,930

電子マニフェストシステム機器更新積立
資産受取利息

10,158

定期預金受取利息 5,752
前払金 令和8～10年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業を実施する

ためのﾚﾝﾀﾙﾗｲｾﾝｽ更新料､ｿﾌﾄ保守料等
16,197

令和8年度管理費等 172,159
講習会会場等 令和8年度講習会等事業を実施するための

ﾃｷｽﾄ印刷代等
47,887,654

事務所管理会社等 令和8年4月分事務所借料等 8,845,650
損害保険会社 令和8年度事務所火災保険料等 175,683

流動資産合計 2,103,111,236

（固定資産）
　基本財産 預金 三井住友銀行東京公務部定期預金 3,051,675

投資有価証券 SMBC日興証券 第44回国際協力機構ｿｰｼｬﾙﾎﾞ
ﾝﾄﾞ10年満期

100,000,000

SMBC日興証券 第52回東京地下鉄 10年満期 100,000,000
SMBC日興証券 米国債 10年満期 114,500,268
SMBC日興証券 米国債 10年満期 218,463,303
大和証券 第821回東京都ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾝﾄﾞ 10年
満期

300,000,000

みずほ証券 第113回鉄道･運輸機構ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞ
ﾝﾄﾞ20年満期

200,000,000

野村證券 第69回国際協力機構 20年満期 200,000,000
野村證券 米国債 10年満期 363,984,754

　特定資産 退職給付引当資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 役職員に対する退職金の支払に備えたも
の

288,884,432

減価償却引当資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 什器備品･ｿﾌﾄｳｪｱ等の購入に備えたもの 88,620,777
三井住友銀行東京公務部定期預金 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ事業等に使用 95,700,193
三井住友銀行東京公務部定期預金 100,000,000
大和ネクスト銀行定期預金 118,000,000

事務所基盤整備事業積
立基金

大和ネクスト銀行定期預金 事務所の基盤を拡充･整備すること目的と
して積み立てたもの

100,000,000

財政調整積立資産 三井住友銀行東京公務部定期預金 81,010,000

大和ネクスト銀行定期預金 200,000,000

資産取得資金として、電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑの
機能改善に使用

24,000,000

委託業者等

財　　産　　目　　録
令和８年３月３１日現在

貸借対照表科目

公益目的保有財産70％、管理運用財産
30％であり、運用益を各事業の財源とし
て使用

ｾﾝﾀｰの財政基盤強化のため積み立てたも
の

基本財産有価証券受取利息

電子マニフェストシステム
機器更新積立資産

資産取得資金として、電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑの
機器更新に使用

JWNET機能改善積立資産 三井住友銀行東京公務部定期預金



（単位：円）

場所・物量等 使用目的等 金　額

建物 静岡県伊東市竹の内1-171 番2外 役職員の福利厚生を目的とした施設で、
公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

643,579

建物付属設備 事務所付属設備 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

54,339,901

什器備品 事務所内什器備品 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

3,543,231

公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用

998,983

公益目的保有財産として講習会等事業等
に使用

2,514,506

土地 静岡県伊東市竹の内1-171 番2外 役職員の福利厚生を目的とした施設で、
公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

429,562

ソフトウェア 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用

600,712,333

講習会ｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産として講習会事業等に
使用

148,494,321

事務所関連ｼｽﾃﾑ等 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

2,667,334

ソフトウェア仮勘定 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ等
公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
に使用 482,119,000

その他無形固定資産 ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ作成費用 公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

15,882,547

公益目的保有財産として電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業
等に使用

358,380

公益目的保有財産として講習会事業等に
使用

104,940

保証金 東急ﾊｰｳﾞｪｽﾄ 福利厚生施設登録料で、公益目的保有財
産90.4％、管理運用財産9.6％として使用 816,121

敷金 上野ﾌﾛﾝﾃｨｱﾀﾜｰ 81,058,320

投資有価証券 SMBC日興証券 米国債 10年満期 公益目的保有財産70％、管理運用財産
30％であり、運用益を各事業の財源とし

121,796,260

長期未収金 JWNET使用料等未回収分 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料等の未回収分 3,812,110
貸倒引当金 長期未収金対応分 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ利用料等の未回収に備えたも

の
△ 1,905,385

固定資産合計 4,214,601,445
　　資産合計 6,317,712,681
（流動負債）

未払金 取引業者に対する支払額 電子ﾏﾆﾌｪｽﾄｼｽﾃﾑ事業
　 通信運搬費､派遣者費用等 30,168,389
講習会事業
　印刷費､電算処理委託費､講習会委託費等 76,836,751
その他の公益事業等
　 産業廃棄物適正処理推進基金 20,000,000
ｿﾌﾄｳｪｱ･什器備品等購入費 164,989,000

その他（人件費･管理費）
  交通費･通信運搬費･資料作成費等 36,841,910

前受金 令和8年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業収入 令和8年度電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ事業収入に充当 278,833
令和8年度返金予定分 178,890

令和8年度分講習会受講料等 令和8年度講習会受講料等収入に充当 69,338,315
預り金 職員･講師等 給与･講師謝金等源泉税、住民税 5,058,622
未払消費税等 令和7年度未払消費税等 34,410,500
賞与引当金 職員 職員に対する賞与の支払に備えたもの 33,221,069

流動負債合計 471,322,279
（固定負債）

退職給付引当金 役職員 役職員に対する退職金の支払に備えたも
の

288,884,432

固定負債合計 288,884,432
　　負債合計 760,206,711
　　正味財産 5,557,505,970

公益目的保有財産90.4％、管理運用財産
9.6％として使用

　その他
　固定資産

貸借対照表科目


